
田布施町経営継続支援給付金申請要領

趣旨

新型コロナウイルス感染症により影響を受けている事業者に対し、経営の継続を支援するために給付

金を交付します。

給付金額

法人（中小企業基本法上の中小企業者） ：1事業者あたり 20 万円

個人（税務署に「個人事業の開業届」を提出している個人事業主等）：1事業者あたり 10万円

※50％以上の株式を保有する場合や、代表者が事業を複数の店舗等で経営している場合は同一事業者

とみなし、1事業者分の給付金の交付となります。１事業者１回限りの交付で法人・個人の重複は不可

とします。

※「田布施町小売り・飲食店・サービス業等経営支援給付金」の交付を既に受けている事業者は申請不

可とします。

※「田布施町農水産業経営持続化給付金」の交付決定を受けている事業者は給付の対象外とします。

給付対象者

次に掲げる要件を満たす法人、個人事業主等を給付対象とします。

（１）法人は、町内に店舗・事務所・事業所を有する下記の事業者とします。

中小企業者の範囲（中小企業基本法による定義）

令和2年 4月から8月までのいずれかの月の店舗等の売

上高が、前年同月比で 20％以上減少し、且つ前事業年度の

期間において、売上高の月平均が 20 万円を超えている法

人に 20 万円を、個人事業主等に 10 万円を交付します。

※申請要領等をご一読の上、対象者要件等を満たしている

か確認された後、申請してください。

業種
下記のいずれかを満たすこと

資本金の額または出資の総額 常時使用する従業員の数

① 製造業、建設業、運輸業

その他の業種（②～④を除く）
３億円以下 ３００人以下

② 卸売業 １億円以下 １００人以下

③ サービス業 ５，０００万円以下 １００人以下

④ 小売業 ５，０００万円以下 ５０人以下



中小企業基本法上の「会社」に含まれる会社及び法人

（２）中小企業基本法の中小企業に該当しないものは下記のとおりとします。

（３）個人事業主等は、農林漁業者・フリーランス等を含む事業者であって、町内に住所または事業所

（自宅兼事務所を含む）を有し、原則、主たる事業収入があることとします。ただし、事業者の住民

票が町内で、事業所が町外にある場合は対象となりません。また、給与収入、雑所得であっても、こ

れらの収入の支払元との雇用契約によらない業務委託契約等に基づく事業活動からの収入である場

合は対象とします。

（４）（２）のほか、次に該当するものは支援の対象外とします。

① 令和 2年以降に創業（設立・開業）した者。

② 「田布施町小売り・飲食店・サービス業等経営支援給付金」の交付を既に受けている者。

③ 「田布施町農水産業経営持続化給付金」の交付決定を受けている者。

④ 「田布施町医療機関等事業継続応援給付金」の給付決定を受けている、または申請を予定してい

る者。

⑤ 中小企業基本法第 2条第 1項に該当しない大企業及びみなし大企業。

⑥ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年法律第 77 号）第 2条第 2号に規定

する暴力団または同条第 6号に規定する暴力団員と関係を有する者。

⑦ 宗教活動または政治活動を主たる目的とする者。

⑧ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23 年法律第 122 号）第 2条第 5項又

会社法上の会社等

・株式会社 ・合名会社 ・合資会社 ・合同会社

・（特例）有限会社

（会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律）

士業法人

・弁護士法に基づく弁護士法人

・公認会計士法に基づく監査法人

・税理士法に基づく税理士法人

・行政書士法に基づく行政書士法人

・司法書士法に基づく司法書士法人

・弁理士法に基づく特許業務法人

・社会保険労務士法に基づく社会保険労務士法人

・土地家屋調査士法に基づく土地家屋調査士法人

・医療法人 ※個人開業医は個人事業主として対象となります

・農事組合法人 ※会社法の会社または有限会社の農業法人は該当します

・社会福祉法人

・特定非営利活動法人

・一般社団、財団法人

・公益社団、財団法人

・学校法人

・有限責任事業組合（LLP）

・組合（農業協同組合、生活協同組合、中小企業等協同組合法に基づく組合等）



は同条第 13 項第 2号に規定する営業を営む者。

⑨ その他、町長が給付金を給付することが適当でないと判断する者。

給付要件

▶2019 年以前から事業による収入を得ており、（雇用契約によらない業務委託契約等に基づく収入の場

合は、雑所得・給与所得も可）今後も事業を継続する意思があること。

▶令和 2 年 4 月から 8 月までのいずれかの月で町内に所在する店舗等の売上高が前年同月比で 20％以

上減少していること。

例：6月（任意）を選択し、20％以上減少していることを確認

（単位：万円）

20％以上減少

【新規創業特例】ただし、令和元年 9月以降に創業した場合は、令和 2年 4 月から 8 月のいずれかの

月と、創業月から令和元年 12 月までのいずれか月の売上高を比較して 20％以上減少していること。

例：令和元年 9月に創業した場合、前年 12 月（任意）を選択し、令和 2年 6月（任意）と比較し、

20％以上減少していることを確認

（単位：万円）

20％以上減少

▶前事業年度の期間において、店舗等の売上高の月平均が 200,000 円を超えていること。

例：前事業年度が平成 31 年 1 月から令和元年 12 月の場合で、売上高の月平均が 200,000 円を超え

ていることを確認

（単位：万円）

20 万円以上

年 H31 年 令和元年 令和 2年

月 4 5 6 7 8 4 5 6 7 8

売上高 80 80 80 60 50 50 40 30 30 30

年 令和元年 令和 2年

月 9 10 11 12 4 5 6 7 8

売上高 40 70 80 90 50 40 30 30 30

年 平成 31 年 令和元年

月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

売上高 60 70 70 80 80 80 60 50 50 60 60 60

平均 65



【新規創業特例】ただし、令和元年 9月以降に創業した場合は、創業月から令和元年 12月までの売上

高の月平均が 200,000 円を超えていること。

例：令和元年 9月に創業した場合、前年中の売上高の月平均値を算出し、月平均が 200,000 円を超

えていることを確認

（単位：万円）

20 万円以上

提出書類

下記の申請書及び添付書類を郵送にて田布施町経営継続支援給付金受付事務局（田布施町商工会）に提

出してください。申請書等は、田布施町のホームページからダウンロードも可能です。

申請書類の記載の前に、「事前確認シート」で確認して作成してください。

なお、下記の提出書類がない場合は、給付金の交付は受けられませんので、書類の添付漏れにはご注意

ください。

▶【様式第 1号】田布施町経営継続支援給付金交付申請書兼請求書（両面 1枚※表裏となります）

▶売上高確認表（別紙１）

▶令和 2 年 4 月から 8 月までのいずれかの月で町内に所在する店舗等の売上高が前年同月比で 20％以

上減少していることが確認できる書類（前年（令和元年 9月以降に創業した場合は、創業月から 12 月

までのいずれかの月）と今年の比較対象月の売り上げ台帳の写し等）

▶令和元年 9月以降に創業した場合は、それを証明する書類

【法人の場合】履歴事項全部証明書の写し（設立日が令和元年 9月 1日から 12月 31 日のもの）

【個人の場合】開業届または事業開始等申告書など、開業日、所在地、代表者、業種、書類提出日が

ある書類の写し（開業日が令和元年 9月 1日から 12月 31 日のもの）

▶2019 年（法人の場合は前事業年度）の収受日付印（e-Tax の場合は「受信通知」）のある確定申告書類

の写し

【法人の場合】確定申告書別表一、法人事業概況説明書（両面）

【個人の場合】A 青色申告の場合 確定申告書第一表、所得税青色申告決算書

B 白色申告の場合 確定申告書第一表

※申告書に収受日付印または「受信通知」のいずれも存在しない場合は、事業所得金額の記載のある

市町村が発行する所得証明書、または税務署が発行する納税証明書（その２所得金額用）の写しを添付

してください。ただし、売上高の平均が 200,000 円を超えていることが確認できない場合、別途前年の

売上高が確認できる資料を求めることがあります。新規創業等により事業継続期間が短く確定申告が

できていない場合は、田布施町経営継続支援給付金に係る収入等申立書（別紙２）を添付してください。

年 令和元年

月 9 10 11 12

売上高 40 70 80 90

平均 70



▶雇用契約によらない業務委託契約等に基づく事業活動に限り、確定申告書類に「給与」または「雑そ

の他」の収入に記載している場合は、①～③の書類の中からいずれか 2つ

①業務委託等の契約書の写しまたは契約があったことを示す申立書（別紙３）

②支払者（業務委託先）が発行した支払調書または源泉徴収票の写し

③支払があったことを示す通帳の写し

※②の源泉徴収票を提出する場合は、①との組み合わせが必須。

▶町内店舗等における分類した業種の営業実態が分かる確認書類の写し

（例）店舗等の所在入りの請求書や領収書等、各種営業許認可証・開業届等

▶本人確認書の写し

【法人の場合】法人謄本または抄本

【個人の場合】運転免許証または住民票

▶振込先口座通帳の写し（金融機関名、支店名、種別、口座番号、口座名義人等（カナ）が分かるもの）

交付の決定・振込

申請書を審査の上、交付の決定を行い、決定通知書及び振込通知書を申請者に郵送します。不交付の

場合は、交付しない理由を明記した不交付決定通知書を申請者に郵送します。

交付が決定した場合は、申請書兼請求書に記載された指定口座に給付金を振り込みます。口座振込日

は交付決定後の毎月 10日、25日頃となりますが、振込までの期間は、記載漏れや修正、添付書類の不

足などの不備がなかった場合、申請受付後、25 日程度が目安となります。

申請期限までに申請書類の不備が解消されない場合は、申請を取り下げたものとみなされるので、ご

注意ください。

〈申請から給付金交付までの流れ〉

18 日（最長）程度 7日程度

申込方法

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、郵送でお申込みください。

なお、提出先は「田布施町商工会」となります。ご注意ください。

提出にあたっては簡易書留など郵便物の追跡ができる方法を用いてご提出ください。

（提出先） 〒742-1511 山口県熊毛郡田布施町大字下田布施 814-1（田布施町商工会）

田布施町経営継続支援給付金受付事務局 宛て

【申請者】

書類の提出

【商工会】

書類の審査

【田布施町】

口座へ振込
郵送 交付の

決定

振込の

ご確認



申込受付期間

▶令和２年９月２３日（水）～１１月１０日（火）当日消印有効

問合せ先

▶受 付 窓 口 田布施町商工会 TEL：0820-52-2983

※申請手続きに関するご相談について、やむを得ず対面での相談を希望される場合は予約制とさせ

ていただきますので、事前に上記問合せ先までご連絡ください。

▶事業について 経済課 TEL：0820-52-5805


